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所得分配理論の分析視点と課題
原 久 治
はじめに
この小論はミクロ令西日理論シマクロ令西日理論に共通した所得分配理論の根本
的な分杭視点は何か，ぞの理論的課額は有Iか．について考察することを目的と
している。
このことは各論者や各学派の所得分配理論の方法的基礎とその体系的構成を
総合的に吟味しそれに検討を加え，その分配理論的・分配政策的合意、を明ら
かにする場合の準備的考察となるものである。
小論の構成は次の通りである。 Eでは，所得分配理論の根本的な分析視点と
ともに分析方法を明らかにする。 Eでは，所得分配理論として展開考察すべき
理論的課題を把える。町では，むすびとする。
Il 所得分配理論の「根本的な」分析視点
所得分配理論の「根本的な」分析視点は，所得分配それ自体の根本問題の中
に存在すると考える。この所得分配の根本問題について考察することは所得分
配理論の分析視点を明らかにするために必要なことである。
所得分配の根本問題は，次の少なくとも 2つの視点において科学的分析の研
究対象になると考える。
1つは，どのような所得分配が望ましいのか，特に現実の資本制社会におけ
る「公正な社会秩序」との関連の中で望ましいのか，また，どのような所得分
配が道徳的に義務づけられたものとして与えられるのか，とし、う根本的な問題
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を考える視点である。この視点は所得分配の規範的問題を設定することであ
る。
もう 1つは，現実の資本制社会における所得分配は実証的に説明することが
できるのか，できるとすれば，所得分配の決定要因は何か，その所得分配理論
的相互関係はどのようにして解明できるか，とし、う問題を根底から考える視点
である。この視点は所得分配の実証的問題を設定することである。
これらの2つの問題設定の場合には，個別的な所得分配関係ではなくてすべ
ての社会階級の相対的な所得水準を用いている。この点からみれば，どのよう
な観点や基準を用いて社会階級を類別すべきであるかとし、う問題を新たに付け
加えることができる。この問題も含めて望ましい所得分配に関する規範的な問
題設定は，社会倫理学の領域に属することであるから，現実の所得分配の経験
的法則性に関する実証的な問題設定とは厳密に区別すべきものである。むしろ
前者の問題設定は後者の問題設定から厳密に切り離して考えることが必要であ
る。しかし，経済学の歴史では所得分配の実証的な問題設定は常に公正な所得
分配を要求する人々の必然的欲求から生じたことであるにも拘らず， 2つの問
題設定がまったく独立に取り扱われていることはない。
経済学の歴史で、はたとえそうであっても，そのような区別をするためには，
誰が現実の所得分配を不十分なしかも不満足なものとして受け取らざるをえな
いのか，また，社会倫理学的解釈において正義（Gerechtigkeiのないしは公正
(justice）どいう 1つの社会的価値基準を誰が変更したいのか，を考察するこ
とが必要であると考える。そのためには，現実の所得分配の決定要因，その所
得分配理論的相互関係，所得分配政策，財産分配政策を十分に認識しなければ
ならなし、。さらに，このような認識を踏まえて現実の所得分配現象そのものを
実証的に分析し，しかもその背後に存在する諸問題を的確に把握し，所得分配
の決定要因を突き止めなければならなし、。そうすることによって理論的基礎を
しっかりと固め，その上で適切な施策や手段を投入し，その作用様式も正当に
評価することができるように経済理論の諸学説を吟味・取捨選択した重要な命
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題，接近方法，分析用具を導入することが必要である。この場合に経済理論が
必要になるのは，たまたま倫理的判断の欠如を容易に回避できるならば，多く
の複雑きわまる経済現象が所与の前提の下で必然的に関連し合っていることを
多少なりとも明確にさせることができるからである。この意味において，経済
理論，ここではミクロ，マクロを問わず所得分配理論の存在価値は十分に認識
しなければならない。
I 所得分配理論の理論的課題
Eのような所得分配理論の根本的な分析視点を根底におき，さらにその他の
分析視点も考慮すれば，所得分配理論の理論的課題として次の少なくとも 6つ
の課題を挙げることができるO
第一は，所得分配問題の背後の動機は何かを明らかにすることである。所得
分配問題の背後に存在する本源的な動機は， Eのような社会倫理的問題に対す
る興味そのものであるが，この動機から派生した動機は経済理論的・政治経済
的動機であり，もっぱらこの動機から，所得分配問題を取り扱わなければなら
ないということである。このことは所得分配理論の根本的な課題である。リカ
ードヮ（D.Ricardo）が一般に経済学の主要問題とみなした所得分配の決定要
因に関する問題は，長い間看過されていた。この問題は本質的には価格理論の
接近方法と分析方法で解明できると信じられていた。つい最近まで支配的な理
論として君臨していた限界生産力説によれば，生産に参与した要素の報酬は生
産要素の相対的稀少性で評価された限界生産力の大きさで決定されるから，所
得分配問題は生産要素市場の分析いかんによって異なった性格のものになる。
今日では所得分配理論は再び経済学の中心問題になっているO その理由の 1
つは政治的・経済的領域で求められると考える。 19世紀の初頭以来資本家階級
と労働者階級の聞の社会的緊張が高まってきた。この緊張は経済成長による国
民所得の増加はマルクス主義の精神的構成にも資本主義経済体制における労働
者階級の所得分配にも有利な要因となったことは否定できなし、。このマルクス
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主義は所得分配問題の歴史的出発点となるで、あろう O その主要な関心事は今日
でも他の資本主義経済体制の所得分配よりも公正な所得分配を可能にすると考
える労働者階級の厳しい要求の中に存在している O 先進工業諸国では第2次世
界大戦以後をみても生産財や生産的財産の大部分がもっばら生産手段の私的所
有者や利潤所得や財産所得の取得者の方に流れているが，この所得分配および
財産分配の不公正と不平等は当然、のことながら望ましくないことであると考え
られた。この考えは，所得および財産の公正な所得分配が資本制社会それ自体
の諸要因の整合性によっても労働者階級ないしは労働組合の勢力によっても達
成できないとし、う事実に注目させることになった。
所得分配理論が経済学の中心問題になったもう一つの理由は，経済学の領域
における新しいマクロ経済学の発展がみられたことである。とりわけケインズ
(12) 
CJ. M. Keynes）の『一般理論』（1936年〉の登場がもたらせた古典派経済学
からケインズ派経済学への大きな方向転換であった。すなわち， 『ケインズ革
命」であった。ケインズは所得分配理論の萌芽を暗示したにとどまり，所得分
配モデ、ルを明示していないが，後のマクロ分配理論の発展をもたらせる端緒と
なった接近方法と分析用具を明らかにした。このようなマクロ的接近方法の確
立と所得分配問題に対する各論者の論究とその興味の増大だけでなく，社会階
級聞の公正な所得分配の要求増大にも拘らず，所得分配理論の現状はまだ決し
て満足すべきものではない。現在のところ所得分配理論のさまざまな特色ある
接近方法とモデルが提示されているが，まだ一意的に一般に認められた所得分
配理論の接近方法や分析用具を組み合わせて体系的に総合化した所得分配理論
は存在していなし、。それだけに，何らかの努力の集積を重ねて所得分配問題の
把握とその理論的意義，所得分配理論の方法的基礎とその分析用具の考案など
を通じて新しい所得分配理論を形成することが必要である。
第2は，所得分配理論の方法的基礎を再検討することである。所得分配理論
はある特定の類別基準の設定によっていくつかの類型に分けることができる。
各類型に属する個々の代表的な所得分配モデ、ノLの場合には，特に「驚くべき結
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論をもたらせるモデ、ル」の場合には，このモデ、ルを中核部分とした所得分配理
論のしっかりした方法論的基礎の上に立って精密な根本的な批判的検討を加え
るとともに，その認識理論的かつ論理的に議論の余地のないほど徹底的に再検
討を行うことが必要である。このようにして所得分配理論の正しい要素と誤っ
た要素を明白に区別して説明することが必要である。
この場合の所得分配理論における所得分配体系の特性と経済的合意は何であ
ろうか。依然として未解決の問題は何であろうか。この未解決の問題を少しで
も解明するためには，所得分配理論の体系から誤った接近方法や分析用具を取
り除き，正しい要素を整合的に導入して，新しい角度から総合的に体系化した
所得分配理論を構築する道を切り開いていくことが肝要である。
第3は，さまざまな形態の分配概念をできるだけ区別することである。この
区別に対応した公正な所得分配基準となる経済諸量を概念的にも実証的にも明
快にすることが必要である。
所得分配理論には価格体系と費用概念を用いて基数的に表示した価値量が含
まれるが，いかなる形態の分配概念の経済量が分配されるかを明らかにする概
念は十分に納得のゆくものではない。それだけにこの第3の課題が必要にな
る。
第4は，経済理論の諸要素を総合的に組み合わせることによって，所得分配
の決定要因を明らかにすることであるO 所得分配理論の枠組の中だけから所得
分配理論の決定要因を捜すのではなくて，所得決定理論，雇用理論，価格理
論，資本理論，経済成長理論などを体系的に総合化する分析方法によって，所
得分配の新しい決定要因を探求することが必要であるO
第5は，所得分配と価格水準，特にイ γフレーションと所得分配との相互関
側
係，所得分配と失業との相互関係を考察することである。
第6比資本家階級と労働者階級の階級対立ないしは階級闘争の観点ミら把
例
えた所得分配理論の基礎的展開が必要であり，さらに経済社会学的観点から把
えたその基礎的分析に関する考察も必要である。
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このような所得分配理論の6つの理論的課題を挙げることができる。
W む す び
前節までにおいて所得分配理論の「根本的な」な分析視点を明らかにして，
「公正な所得分配」とその「実証的」把握の必要性を強調した。次に，所得分
配理論の理論的課題として少なくとも 6つの課題を明示した。
このような分析視点と課題を的確に把握することは，各論者や各学派の接近
方法，分析用具を再吟味しこれらのことを新しい角度から導入した所得分配
理論の形成に役立つだけでなく，所得分配とは何か，その本源的な意、味の把
握，公正な所得分配概念の明確化とその公正な分配の実現方向などに多少なり
とも役立つことであると考える。
(1) Zarnowitz, V., Die Thcorie der Einkommensverteilung, 1951, S. 4. Boulding, K. 
E., “The Background and Structure of a Macro-Economic Theory of Distribution’： 
in Christenson, C. L. ( edふEconomicTheory in Review, 1950, pp. 66-81, especially 
p. 67. Werner, J. und Kiilp, B.，研rachstumspolitik. Verteilungspolitik, 1971, S. 91. 
拙稿，「分配政策の手段一一投資賃金を中心として一一」，『富大経済論集J，第18巻，
第2号， 1972年11月， 1-23頁。
(2) Krelle, W., Verteilungstheorie, 1962, SS. 9ー 22.Marchal, J. and Ducros, B. ( edふ
The Distribution of National Income, 1968, pp. 36-68. Helmstadter, E., ,,Die 
Entwicklung der Einkommensverteilung in der Bundesrepublik Deutschlandぺ
Jahrbucher fur National品。nomieund Statistik, Bd. 179, 1967, SS. 389-417. こ
の他にも所得分配の実証的研究は，数多くの文献で示されている。邦文献で数多くの
実証的研究の内容を手際よくまとめられているものは，大野吉輝，『巨視的分配理論』，
1965年，横井弘美，『所得分配率の理論と実際』， 1970年，である。
(3) Preiser, E., ,,Distribution“， Handworterbuch der Sozialwissenschaften, Bd. I, 
1959, SS. 620-649 Cこの論文は， Preiser,E., Bildung und Verteilung des Volkse-
inkommens, 4. Auflage, 1970, SS. 290ー 318，に所収されている。） • Zarnowitz, V., a. 
a. 0., S. 166. Pasinetti, L. L.，“Rate of Profit and Income Distribution in Relation 
to the Rate of Economic Growth", Review of Economic Studies, Vol. 29, 1962, pp. 
267-279. この註の観点に関する考察は他にもみられる。例えば，次の文献がある。
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Kowalski, L., Einkommensverwendung, Einkommensverteilung und Vermogensvert-
eilung, 1967. この書物は副題が示すように，所得の機能的分配だけでなく，「所得の
階級的分配」（ηGruppenverteilungdes Einkommens“〉，財産分配の聞の相互関係を
分析している。特に第3章， ]I), 2）のモテ、ル羽，第4章， I),2）のモデ、ル，にお
いて所得の階級的分配が理論的に分析されている。 Preiser, E., a. a. 0., 1970, SS. 
293ー 295,SS. 315-316. Kromphardt, J., ,,Institutionelle versus funktionelle oder 
personelle Einkommensverteilung. Bemerkungen zu H. ]. Krupp: ,Funktionelle' 
und ,personelle' Einkommensverteilung“p Jahrbucher fur NationalOkonomie und 
Statistik, Bd. 180, 1967, SS. 151-159. 
(4) 「所得分配の問題は昔から既に世間の興味をひき起した。伝統的な社会秩序を批判
するきっかけを与えてきたのは，また，多数の社会改革者や社会哲学者が所得の公正
な分配の指導像を展開するように導いてきたのは，何よりもまず所得分配の現状に対
する不満であった。」（Werner,]. und Kiilp, B., a. a. 0., S. 91.) 
(5) Paulsen, A., Soziale Gerechtigkeit als Wertnorm der再Tirtschaftsordnung,1948, 
SS. 9-14. Piltz, T., Theorie der Allgemeinen Wirtschaftspolitik und Wirtschaf-
tslenkung, 1948, SS. 110-118. Eulenburg, F., Allgemeine ・volks切かtschaβspolitik, 
Staat und W irtschaβ，1938, SS. 31-33. Weddigen, W., ,,Gerechtigkeit und 
WirtschaftsordnungぺJahrbucher fi俳 National倣anomieund Statistik, Bd. 162, 
1950, SS. 108-127. Peter, H., ,,Uber gerechte Verteilung des Einkommens und 
Eigentums“， Zeitschrift fur die gesamte Staatswissenschaft, Bd. 112, 1956, SS. 218 
-230. Boulding, K. E., Principles of Economic Policy, 1958, pp. 83-109；内田
忠夫監修，海老原武邦，富永孝雄，佃 近雄，山田勝久共訳，『経済政策の原理』，
1960年， 79-103頁； Derselbe,,,Gerechtigkeit im Wirtschaftsleben", in Kiilp, B. 
und Schreiber, W. (hrsgふSozialeSicherheit, 1973, SS. 136-157. Seraphim, H. 
-]., Theorie der Allgemeinen Volkswirtschaftspolitik, 1963, SS. 245-247. Kiing, 
E., 1ヰTirtschaftund Gerechtigkeit, 1967, SS. 21-23, S. 26; Derselbe, Eigentum und 
Eigentumspolitik, 1964, S 170. 
ゼラフィームは，オイレンブ〉レクやピュッツの所論に従って現代の国民経済では所
得（収益〉の「公正な分配」の問題あるいは「分配の正義」の問題を「社会経済的正
義本来の問題」（，，eigentlicheProblem sozialwirtschaftlicher Gerechtigkeit“〉であ
ると考える（Seraphim,H. Jー.,a. a. 0., S. 246.）。分配の正義の問題は，その問題だ
けではない。 「所得形成の基礎を暗示した方向へ向けることだけでなく，所得水準が
個別経済的に『公正』主みなされる基準をつくることが問題である。この場合2つの
観点，すなわち，必要にもとづく分配と貢献にもとづく分配という観点が使われる。
- 22 -
-291ー
これらの2つの基準の広範な使い方に関しても，経済的基本形態は本質的に区別され
る。個別経済的に整理した基本形態で、は貢献原則（<lasLeistungsprinzip）が支配的
であり，……階級指向的な集産主義的基本形態では必要原則（<lasBedarfsprinzip) 
が扱われる。」（Seraphim,H. -J., a. a. 0., S. 247.) このようにゼラフィームは広義
の分配の正義（Verteilungsgerechtigkeit）をその分配基準にもとづいて貢献原則と必
要原則とに分ける。
貢献原則は，社会的生産物（国民所得〉が個人の貢献・働き・努力・犠牲を分配基
準として経済主体に分配されるとし、う原則である。この原則によれば，同ーの貢献を
する者は同一水準の所得を取得しなければならなくなり，貢献度の不均衡は所得の不
均衡に帰国することになる。 「貢献原則はまず最初に自由主義（Liberalismus）によ
って要求された。確かに旧自由主義（Altliberalismus）に比べて新自由主義（Neoli-
beralismus）はこの原則が何人にも十分に実現されていないし，そのためにlつの修
正が他の分配原則（例えば，必要原則のような原則〉のために是非とも必要であるこ
とを認める。社会的生産物の公正な分配に関する分配の場合，個人の貢献を一般に考
慮しないとしづ世界観は今日では殆ど存在しない。なかんずく， カトリック社会学
(katholische Soziallehre）と同様に新社会主義（Neosozialismus）はとりわけ個人の
貢献は社会的生産物の分配に対して意義をもたなければならないという考え方をして
いる。」（Kiilp,B・ハ，Verteilungspolitik“， in Kiilp, B. und Werner, J., Wachstumsp-
olitik. Verteilungspolitik, 1971, SS. 127ー 128.)
キュルプ教授（小生が1974年と1975年に西ドイツのフライブ、ルク大学経済学部のミ
ユッラー教授 CJ.H. Miiller）の下で、研究した時期に，キュルプ教授の講義に接し，
研究室とゼミナールで、よく御指導を受けました。〉は，貢献原則に関する文献として，
カトリック社会学では， Hるffner,]., Christliche Gesellschaftslehre, 4. Auflage, 1965, 
SS. 196~198，を挙げ，新社会主義では， Weisser, G., ,,Distribution (II) Politik“， 
Handworterbuch der Sozialwissenschaften, Bd. 2, 1959, SS. 635--654, besondere 
SS. 644--646，を挙げている。分配の正義の概念については，邦文献では，野尻武敏
教授がその著『一般経済政策論』， 1965年， の「価値規範としての正義J(221-235 
頁〉の中で所説を展開されている。
必要原則は，社会的生産物が個人の需要ないしは必要度を分配基準として経済主体
に分配されるとし、う原則である。 「この原則は，中世の身分社会で実現されたもので
あるが，今日まで分配原則として確認されてきた。この原則はまず最初にカトリック
社会学によって要求された。もちろん必要それ自体はスコラ哲学者の場合には国民所
得の公正な分配に対する唯一の基準とみなされなかった。必要とならんで貢献 （Leis-
tung）も分配基準として認められた。今日では大低の世界観の体系（自由社会主義
? ?
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《freiheitlicheSozialismus》のみならず新自由主義〉は必要原則を他の分配基準とな
らんで、修正された分配原則として是認する。」（Kiilp,B., a. a. 0., S. 137.）キュルプ
教授は，これらの原則が，いかなる分配基準の下で理解されなければならないか，ま
た，いかなる範囲で適用されなければならないか，について多角的な視点から考察し
ている。すなわち，貢献原則については，①概念規定，②社会生産物に対する貢
献の意味における貢献，③ 競争過程の意味における貢献，④ 主観的貢献の定義，
⑤ 分析的な労働投入過程の評価，⑤ 貢献原則の現状，⑦ 貢献原則の根拠，①
目的競合，の視点から考察している。必要原則については，① 概念規定，② 必要
原則の現状，③ 必要原則の根拠と現状，の視点から考察している。
「今日の政策論では，」貢献原則「をもって自由主義経済を，」必要原則「をもっ
て社会主義経済を特徴づけるのが普通である。例えばピュッツがそうであり，スラ
ーニ・ユンガーも一一貢献原則に基づく正義を austeilendeGerechtigkeit （または
distributive justice), 必要原則に則るそれを ausgleichendeGerechtigkeit （または
equalitarian justice）と，多少ことなった表現を用いるにしても一一帰するところは
同じである。」……グェディゲンは，「まず，人間共同生活の規律に不可欠な，したが
って普遍不易の正義の種別として，法律・分配および交換の正義を指摘して最も伝統
的な正義論の諸原理を基礎におく。ついで，社会経済現実の形成におけるこれら三種
の正義の比重や意義に差異をもたらす『事実前提』として， とくに Einzelwirtschaf” 
tskδnnenの重視と Gemeinschaftswollenの強調とのこつの精神態度を区別し，前者
に応ずる正義観念を Individualgerechtigkei t，後者に裏うちされるそれを Kollektiv-
gerechtigkeitと称し， これをもって自由市場経済と集産管理経済とを倫理的に特徴
づける。すなわち彼によれば，自由市場経済では個人的正義観念が支配し，そこでは
なによりも交換の正義が優位して他の二つの正義も個人的な相互給付の観点から考え
られるが，集産管理経済にあっては集合的正義観念が支配し，ここでは法律ならびに
分配の正義が優位して交換の正義も全体的規制（たとえば価格公定〉のもとにとらえ
られる。」（これらのヲ聞は，野尻武敏教授の前掲書， 215ー 216頁による。教授が引用
された文献は，次のものである。 Piitz,T.’”Die gerechte Einkommensverteilung als 
Problem der theoretischen Wirtschaftspolitik“， in Naturordnung in Gesellschaft, 
Staat, Wirtschaft. Festgabe fur J.』tfessner,1961, S. 634, S. 637. Suranyi-Unger, 
T., ,Die philosophischen Grundlagen wirtschaftspolitischer Zielsetzungen", in Ser-
aphim, H. Jー,(hrsgふ ZurGrundlegung叩 irtschaftspolitischerKonzeptionen, SS. 
95-113, insbesondere SS. 111-113. Weddigen, W., a. a. 0., SS. 111-114, SS. 117 
-127.) 
(6）所得分配政策は西ドイツ（正式名はドイツ連邦共和国〉において理論的・実証的に
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最も研究されている。学説史的系譜にもとづく全部の文献はここでは示していない
が，その例として次の文献を挙げることができる。 Schneider,E. (hrsg.), Probleme 
der Einkommenspolitik, 1965. Arndt, H. (hrsgふLohnpolitikund Einkommensvert・－
eilung, 1969. Hardes, H. Dー,Einkommenspolitik in der BRD. Stabilitiit und 
Gruppeninteressen: Der Fall Konzertierte Aktion, 1974. 
(7) 財産分配政策も西ドイツにおいて理論的・実証的研究が最も進んでいる。この政策
に関する学説史的系譜を示す全部の文献はここでは示していないが，次の重要な文献
を挙げ，ついでに拙稿を示すことができる。
Gleitze, B・， ,,Lohnpolitik und Vermるgensverteilung“， SozialerFortschritt, Bd. 6, 
1957, SS. 53-56. Preiser, E., Theoretische Grundlagen der Vermogenspolitik, 1964. 
Fるhl,C., Kreislaufanalytische Untersuchung der Vermogensbildung in der Bunde” 
srepublik und der BeeinfluBbarkeit ihrer Verteilunあ 1964. Bosch, Wリ Vermoge-
nsstreuung, 1965. Molitor, B., Vermiigensverteilung als wirtschaftspolitischer Pr-
oblem, 1965. Fるhl,C. und Hennies, M., Vermogensbildung in Arbeitnehmerhand, 
1966. Krelle, Wリ Schunck,J., Siebke, J., Uberbetriebliche Ertragsbeteiligung der 
Arbeitnehmer, Bd. I, Bd. I, 1968. Cox, H., ,,Mるglichkeitenund Grenzen der 
Politik der Vermogensverteilung. Eine theoretische Analyse der Zusammenhange 
von Einkommenspolitik und Vermるgensbildungin Arbeitnehmerhand＇ら Schmollers
Jahrbuch fur Gesetzgebung, Ver叩 altungund V olks叩 irtschaft,Bd. 28 I, 1968, SS. 
171--190. Pitz, K. Hリ，，lJberbetrieblicheErtragsbeteiligung der Arbeitnehmer“ 
Finanzarchiv, Bd. 28, 1969, SS. 148-157; Derselbe, ,,Vermogensbildung in Arbei・
tnehmerhand eine Fata Morgana“， Geτverkschaftliche Monatshefte, Bd. 23, 1972, 
SS. 91-96. Willgerodt, H., Bartel, K., Schillert, U., Vermogen fur Alle, 1971. 
Ehrenberg, H., Vermogenspolz・tikfur dz・esiebziger Jahre, 1971; ドイツ労働政策研
究会訳，『70年代の財産政策J], 1977年。 Engels,Wリ Sablotny,Hリ Zickler,D., Das 
Volksvermogen, 1974. Metze, I., Soziale Sicherung und Einkommensverteilung, 1974. 
Andersen, U., Einfiihrung in die VermiJ・genspolitz・k,1976. 
拙稿，「西ドイツにおける財産分配政策論議の現状とその問題点（1）」，『富大経済
論集』，第26巻，第2号， 1980年11月， 228ー 251頁；同，「西ドイツにおける財産分配
政策論議の現状とその問題点 (2）」，『富大経済論集J，第26巻，第3号， 1981年3月，
29-51頁；同，「利潤参加と財産分配政策」，『富大経済論集』，第27巻，第1号， 1981
年7月， 28-58頁。
(8) リカードゥは，政治経済学の課題として投下労働説を基礎として 3大社会階級（地
主，労働者，資本家〉へそれぞれ地代，労賃，利潤が分配されるべきであることを明
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らかにした。 Ricardo,D., On the Principles of Political Economy and Taxation, 
3rd ed吋 1821(1 st ed., 1817.); 小泉信三訳，『経済皐及び課税の原理』，上巻，第
2章地代論（56-75頁〉，第5章賃銀論（85-102頁〉，第6章利潤論（103-124
頁〉。しかし， リカードゥは 3大階級への分配率の問題だけを意識したが，量的分配
の問題を考慮していない（Sraffa,P. (edふTheWorks and Correspondence of David 
Ricardo, Vol. X, 1952, pp. 278-279.）この点はマクロ分配理論と異なる点である。
リカードゥ分配論の代表的文献は次のものである。 Barkai,H.，“Ricardo on Factor 
Prices and Income Distribution in a Growing Economy勺Economica,Vol. 26, 1959, 
Pasinetti, L. L.，“A Mathematical Formulation of the Ricardian System", Review 
of Economic Studies, Vol. 27, 1960, pp. 78-97. 南方寛一教授，「リカード分配論の
基本命題J，『国民経済雑誌』，第100巻，第3号， 1959年， 15ー 31頁；同，「リカード
の分配論」，『国民経済雑誌J，第100巻，第5号， 1959年， 51-70頁。 出口勇蔵編，
『経済学史』， 4訂， 1972年， 158-197頁。
(9) 限界生産力説の学説史的考察に重要な文献は次のものである。 Thiinen,J. H. von, 
Der isolierte Staat, 1826; 近藤康男訳，『孤立国.］， 1947年。 1870年代の限界革命期
の文献では，次のものが代表的である。 Jevons,W. S., The Theory of Political 
Economy, 1871; 小泉信三，寺尾琢麿，永田清共訳，寺尾琢磨改訳，『経済学の理論』，
1981年。 Menger,C., Grundsatze der Volkswirtschaftsl訪問 1871; 安井琢磨訳，
『国民経済学原理』， 1937年。 Walras,L., Elements d’economie戸ere,1874; 手塚寿
郎訳，『純粋経済学要論』， 1954年。
ミクロ限界生産力説が登場した19世紀後半の文献では，次のものが代表的文献であ
る。 Marshall,A., Principles of Economics, 1st ed., 1890; 大塚金之助訳，『経済
学原理』， 1928年。 Wicksell, K., Uber Wert, Kapital und Rente, 1893; 北野熊
喜男訳，『価値，資本及び地代』， 1936年。 Wicksteed,P. H., An Essay on the Co--
ordination of the Laws of Distribution, 1894. ウイックスティードは，限界生産力
説を最も明確に展開した最初の人として，学説史上高い地位を与えられている。マク
ロ限界生産力説が登場した20世紀の文献では，次のものが代表的文献である。 Clark,
J. Bリ TheDistribution of Wealth, 1899；林要訳，『分配論.］， 1924年。 Oppenhe-
imer, F., Arbeitlohn, 1926. Cobb, C. W. and Douglas, P. H.，“A Theory of Prod-
uction'', American Economic Review, Vol. 18, 1928, pp. 139-165. Krelle, W.，円Die
Grenzproduktivitiitstheorie des Lohns“， Jahrbuch fiir Nationaliikonomie und Stat-
istik, Bd. 162, 1950, SS. 1-42. Solow, R. Mリ“TechnicalChange and the Aggr-
egate Production Function”， Revie叩 ofEconomic Studies, Vol. 39, 1957, pp. 312 
-320. Findlay, R.，“Economic Growth and the Distributive Shares", Review of 
? ?ヮ ?
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Economic Studies, Vol. 27, 1960, pp. 167ー 178. Preiser, E.ー，Erkenntniswertund 
Grenzen der GrenzproduktivitatstheorieヘinPreiser, E., Bildung und Verteilung 
des Volkseinkommens, 1961, SS. 265ー 289. Krelle, W., Verteilungstheorie, 1962, SS. 
50ー 71.Bronfenbrenner, M.，“N eo-Classical Macro-Distri bu tion Theory”， in Mar-
chal, J. and Ducros, B., a. a. 0., pp. 476-501. Hicks, J. Rリ Theoryof Wages, 
2nd ed., 1963; 内田忠寿訳，『賃金の理論j, 1965年。 Ferguson, C. E., The Neoc-
lassical Theoryげ Productionand Distribution, 1969；木村憲二訳，『生産と分配の
新古典派理論』， 1971年。
次の文献に多くのことを学ぶことができる。 Stigler,G. J., Production and Distr-
ibution Theories, 1941；松浦保訳，『生産と分配の理論j,1967年。栗村雄吉先生，
『生産と分配』， 1938年， 68-124頁。 古谷弘，『現代経済学の基本問題』， 1958年，
115-130頁。美濃口達雄，「新古典派の分配理論一一加重問題の学説史的展望一一J,
『一橋大学経済学研究』，第13巻， 1969年， 261-318頁。林治ー先生，『オースト
リア学派研究序説』， 1966年。 北野熊喜男先生，『社会経済学原理』， 1970年。
「限界生産力説の主張は共通的に次の二貼に要約することが出来る。付各生産財
の報酬（価格〉はその限界生産力に等しい。仁）生産物の全債値は生産財の聞に残り
もなくまた不足もなく分配せられる。」（栗村雄吉先生，前掲書， 109頁。〉
限界生産力説の分析方法には，主として次の特徴がみられる。
(1) 限界生産力説が所得分配問題を解明する場合の分析方法そのものは，主張者あ
るいは論者によって粗密精鋭の相達を示しているが，共通的に，要素価格比率やこの
比率と生産財価格との相互関係を解明するという観点にもとづいている。
(2）所得分配は生産関数と利潤極大化（費用最小化〉の仮定し、かんによって決定さ
れる。完全競争の仮定を設け，所与の要素価格・生産関数・需要関数の下で資本家の
利潤極大化行動と費用最小化によって最大可能な生産量が達成される。生産財市場で
は最低水準の価格体系が作用するから，所与の資本量と利子率の下で完全雇用状態に
おける特定の賃金率と利子率が決定されなければならなし、。
(3）所得分配問題は配置問題あるいは評価問題の応用問題として扱われる。限界生
産力説の帰属（Zurechnung）すなわち生産要素の価値を生産物の価値に対する個々
の要素の貢献によって評価しようとする考え方には，問題は残されていない（Stigler,
G. J., op. cit., p. 125.）所得分配問題では要素価格と雇用量が問題となる。配置問題
では要素価格を一定として雇用量が決定されるが，評価問題では雇用量を一定として
要素価格が決定される。どちらの問題にしても，最も効率的な生産方法の下で要素価
格と雇用量が決定されなければならないと考えられている。
(10) Marx, K., Das Kapital, Bd.工， 1867,Bd. IL 1885, Bd. ][, 1894, und zahlreiche 
??
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Neuausgaben. Krelle, W., a. a. 0., SS. 29-36. マルクス経済学については内外に極
めて多数の文献があるが， ここでは次の文献を挙げる。置塩信雄，『マルクス経済学
一一価値と価格の理論一一』， 1977年。 Dobb,M., Theories of Value and Distribution 
Since Adam Smith. Ideology and Economic Theory, 1973, pp. 137-165；岸本重陳
訳，『価値と分配の理論j, 1976年， 165-194頁。 宮本義雄，『資本論の論理体系』，
1972年。
む1) Kiilp, B., a. a. 0., SS. 97ー 106. Vomfelde, W.，円LangfristigeTendenzen der 
Vermるgensverteilungin der BundesrepublikヘJahrbucherfur NationαlOkonomie 
und Statistik, Bd. 190, 1976, SS. 235ー 252. Pen, J., Income Distribution, 1971, p. 
23, p. 48. Bronfenbrenner, Mリ IncomeDistribution Theory, 1971, S. 27, SS. 76-
80. Molitor, B., a. a. 0., SS. 59-62. 
（ロ：） Keynes, J. M., The General Theory of Employment, Interest and Money, 1936. 
(13) Klein, L. R., The Keynesian Revolution, 1947; 篠原三代平，宮津健一共訳，『ケ
インズ革命』， 1952年。
(14) ケインズはその著，『一般理論』， 1936年，の第2章と第四章において雇用の新古典
派理論を鋭く批判した。この批判は集計的な水準（マクロ水準）における賃金と所得
分配の決定に関する新古典派論者の論述を批判したものであった。一般的な貨幣賃金
率の水準の変化は必然的に貨幣的総需要の変化ひいては労働の限界生産物価値の関
数の変化を伴うというケインズの認識は，新古典派的分析の単純な決定を打破した
(Keynes, J. M., op. cit., pp. 257-260.）集計的な消費性向に及ぼす影響を通じて所
得分配が変化することは，産出量水準に影響を及ぼし，これによって所得水準や所得
分配が相互関係をもつようになる（Keynes,J. M., op. cit. p. 262.）ことが認められ
た。この点について，ロスチャイルド（K.W. Rothschild）は， 「集計的需要は要素
雇用と要素所得を決定し，これらの所得の分配が順次集計的需要水準とその構造に影
響を及ぼす」（Rothschild,K. W.，“Some Recent Contributions to a Macro-economic 
Theory of Income Distribution”， Scottish Journal of Political Economy, Vol. 8, 
1961, pp. 173ー 199,especially pp. 173ー 174.）と説明する。このようにしてケインズ
は所得分配理論の考察を行う必要があることを暗示した。しかし， フェルナー（W.
J. Fellner）は，「それ（現代の分配理論〉は経済全体に対して要素市場の需要面がそ
の供給面と無関係ではないことに注意を喚起する lつの理論である。もっとも現在
ではこの無関係さの性格に関する好ましい一般的分析のための形式的用具（formal
apparatus）は存在しないが。」（Fellner,W. J., “Significance and Limitations of 
Contemporary Distribution Theory’＇， American Economic Review, Papers and Pro-
ceedings, Vol. 43, 1953, pp. 484-494, especially p. 486.) 
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この所得水準と所得分配との間の無関係さを形式化した所得分配モデ、ルは， 1960年
代に入っていわゆる「無尽蔵」型（“Widow’scruse”型〉の所得分配モデ、ノレとして激
流のごとく現れている。これらの文献は，現在のところ，拙稿，「労働者階級の財産
所有と所得分配ト）」，『産業経済研究J，第10巻，第2号， 1969年， lー 52頁，の7
-10頁に挙げた文献で、ある。
Widow’s cruse （無尽蔵の瓶）現象について明らかにしたのはケインズである
(Keynes, J. M., A Treatise on Money, 1930, Vol. I, p. 139；鬼頭仁三郎訳，『ケ
インズ貨幣論J，第2分冊， 1936年， 25頁。〉。 Widow’scruse Theoryと名づけたの
はレーダー（M.W. Reder）である（Reder,M. W., “Alternative Theories of La-
bor’s Share'', in Abramovitz, M. (edふTheAllocation of Economic Resources, 1959, 
pp. 180-206, especially pp. 185-188.）。
この Widow’scruse的思考はいわゆるケインズ・カレッキィ的利潤論の原型とな
った（児玉元平，『巨視的分配の理論』， 1968年， 11-18頁〉。この利潤論に立脚して
特色ある所得分配モデノレや資本蓄積モデルが示された。例えば，次の文献である。
Kalecki, M.，“A Theory of Profit", Economic Journal, Vol. 52, 1942, pp. 258-267, 
Idem, Theory of Economic Dynamics, 1954, pp. 45-50; 宮崎義一，伊東光晴共訳，
r経済変動の理論』， 1958年， 45-51頁。 Boulding,K. E., A Reconstruction of Eco-
nomics, 1950, pp. 243ー 269. Kaldor, N., ＇‘Alternative Theories of Distribution’： 
Review of Economic Studies, Vol. 23, 1955-56, pp. 83-100 （この論文は， Kaldor,
N., Essays on Value and Distribution, 1960, pp. 228-236，に所収されている。〉．
Robinson, J., The Accumulation of Capital, 1956, p. 48, pp. 75ー 76; 杉山清訳，
『資本蓄積論~. 1957年， 55頁， 82-83頁。
このカレッキィ・カルドア・ロビンソンの優雅な単純化した仮説によれば， Widow’s
cruseは「労働者（賃金取得者〉はその所得を全額消費するが，資本家（利潤取得
者〉はその所得を全額貯蓄する」（“Wageearners consume al, while capitalists save 
al.”〉と表現することができる。
ケインズ派分配理論の分析方法を始めて試みたのは， カーター（A.M. Cartter) 
であると思われる（Cartter,A. M., Theory of Wages and Employment, 1959, pp. 
147-158.）。 カーターは，所得分配問題をマクロの所得水準決定問題に結びつけた単
純なモデ、ノレを構成している。カーターの分析がケインズ派の分析と考える理由は，総
賃金と総利潤との聞の所得の機能的分配を所得均衡の基本的なケインズ派の条件に結
びつけているからである。カーターの分析の主な目的は，所得の機能的分配が変わる
場合に，均衡所得の状態をどのようにして変えるかという点にある。
カルドアは Widow’scruse的思考方法から得た着想によって乗数原理を完全雇用
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状態におけるマクロ分配分析に適用した所得分配理論を構成している。カルドアは新
古典派的分析方法すなわち代替性や弾力性に関する分析方法を受け入れていない。ヵ
ルドアは，自己のケインズ派分配理論が限界生産力説と両立しないことを認めて，自
己の理論を限界生産力説の 1つの補完物（acomplement）としてではなしそれに
対するもう 1つのもの（analternative）として主張するからである（Kaldor,N.，“A 
Rejoinder to Mr. Atsumi and Professor TobinヘRevie叩 ofEconomic Studies, Vol. 
27 (2), 1960, pp. 121-123, especially p. 121.）。カルド‘ア分配モデ、ルの問題点を指摘
し，検討した文献は数多く存在するが，その中でもパシネッティはカルドア分配モデ
ルの論理的な誤りを除外しようとし， さらに，資本家と労働者の 2つの社会階級の
貯蓄性向が経済成長，利潤率，所得分配・財産分配に関連することを考察している
(Pasinetti, L. L吋 op.cit .. ）。拙稿，「分配政策形成のための理論的基礎づけ一一L.
L. Pasinetti分配理論の検討一一」，『富大経済論集J，第18巻，第3号， 1973年， 21-
47頁。 Miickl,W. J., ,Die Zeitdauer des langfristige Anpassungsprozesses im Ver-
teilungsmodell von L. L. Pasinetti“， Zeitschrift fur die gesamte Staatswissenschaft, 
Bd. 131, 1975, SS. 134-145. 
ケインズ派分配理論の分析方法には，主として次の特徴がみられる。
(1) ケインズ派分配理論が所得分配問題を解明する場合の分析方法そのものは，マ
クロ経済的観点すなわちマクロ経済的な経済諸量の大きさと水準，それらの相互関係
を考察するという観点にもとづいている。
(2）所得分配は，完全雇用状態などの特定の前提の下で所与の国民所得〈総産出
量〉の支出構造と社会階級の消費・貯蓄・投資行動し、かんによって社会階級に分配さ
れる場合に決定される。この分配様式は，カルドア的ないしはパシネッティ的な分配
決定式に内包されている経済諸量すなわち投資比率，利潤率，資本家階級と労働者階
級のそれぞれの貯蓄性向によって決定されることを意味する。これらの経済諸量は各
様の定義式，行動式および均衡式を用いて説明され，その相互関係が決定される。こ
の関係は，マクロ経済の機構をあらわすと同時に，マクロ経済的に成立するものであ
る。
(3）所得分配問題は資本蓄積問題，技術進歩問題，経済成長問題の応用問題として
取り扱われる可能性が示されている。
ω ここでは挙げていないが，クレレとカルドアの類型の他には，例えば，シトフスキ
一（T.Scitovsky），ブロンフェンブレンナーの特色のある類型が示されている。
シトフスキーは次の4群の類型を示して各類型に属する代表的論者と文献を挙げて
し、る。
(1）短期マクロ経済的説明（Short-RunMacroeconomic Explanations) 
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Phelps Brown, E. H. and Hart, P. E.，“The Share of Wages in National Income”， 
Economic Journal, Vol. 62, 1952, pp. 253-277. Burkhead, J.，“Changes in the 
Functional Distribution of Income", Journal of the American Statistical Association, 
1953, pp. 209-210. Boulding, K. E., A Reconstruction of Economics, 1950. Chapter 
14. Hahn, F.，“The Share of Wages in the National Income”， Oxford Economic 
Papers, Vol. 3, 1951, pp. 147-157; Idem, The Share of Wages in the National 
Income, 1972. Kaldor, N., op. cit., 1955ー 56. Kalecki, M., op. cit., 1942. Robinson, 
J., op. cit., 1956. Tobin, J.，“Towards a General Kaldorian Theory of Distribu-
ti on”， Review of Economic Studies, Vol. 27, 1959-1960, pp. 119-120. 
(2）長期マクロ経済的説明（Long-RunMacroeconomic Explanations) 
Johnson, D. H.，“The Functional Distribution of Income in the United States, 
1850-1952”， Review of Economics and Statistics, Vol. 36, 1954, pp. 175-182. 
Kravis, I. B.，“Relative Income Shares in Fact and Theory”， American Economic 
Review, Vol. 49, 1959, pp. 917-949. 
(3) ミクロ経済理論（MicroeconomicTheories) 
Solow, R. M.，“A Skeptical Note on the Constancy of Relative Shares”， American 
Economic Revie叩， Vol.48, 1958, pp. 618-631. Phelps Brown, E. H.，“The Meaning 
of the Fitted Cobb-Douglas Function”， Quarterly Journal of Economics, Vol. 71, 
1957, pp. 546-560. Bronfenbrenner, M., "A Note on Relative Shares and the 
Elasticity of Substitution’： Journal of Political Economy, Vol. 68, 1960, pp. 284 
-287. Kalecki, M., "The Determinants of Distribution of the National Income’； 
Econometrica, Vol. 6, 1938, pp. 97-112. 
(4) マクロ経済理論（MacroeconomicTheories) 
Hicks, J. R., The Theory of Wages, 2nd ed., 1963. Mitra, Aリ TheShare of 
Wages in National Income, 1954. Kaldor, N.，“A Model of Economic Growth”， 
Economic Journal, Vol. 67, 1957, pp. 559-624; Idem，“Economic Growth and the 
Problem of Inflation", Economica, Vol. 26, 1959, pp. 212-226 and pp. 287ー 298;
Idem，“Capital Accumulation and Economic Growth'', in Lutz, F. A. and Hague, 
D. C. (edsふTheTheory of Cゅital,1961, pp. 177-222. Hirschman, A. 0., The 
Strategy of Economic Development, 1958. 
以上は， Scitovsky,Tリ“A Survey of Some Theories of Income Distribution", 
in The Conference on Research in Income and Wealth (edふ TheBehavior of 
Income Shares, 1964, pp. 15ー 51，にもとづいている。
ブロンフェンブレンナーはマクロ分配理論について 7群の類型を示し，各類型の代
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表者と文献を挙げている。 Bronfenbrenner,M., Income Distribution Theory, 1971, 
pp. 386-444. 
(1）新古典派マクロ分配理論（NeoclassicalMacrodistribution Theory) 
Cobb, C. W. and Douglas, P. H., op. cit., 1928. Solow, R. M勺 op.cit., 1957. 
Bronfenbrenner, M.，“Neo-Classical Macro-Distribution Theory'', in Marchal, J. 
and Ducros, B. (edsふop.cit., pp. 476-501. Clark, J. B., op. cit., pp. 408-409, 
p. 279. Wicksteed, P. H., op. cit., p. 33, pp. 42-43. ウィックティードはし、わば完
全分配の定理とも名づけられる「加重」問題（the“Adding-up”problem）を明らか
にした。 Houthakker,H.，“The Pareto Distribution and the Cobb-Douglas Produ-
ction Function in Activity Analysis", Review of Economic Studies, Vol. 23, 1955 
-56, pp. 27-31. Frankel, M.，“Production Function : Allocation and Growth”， 
American Economic Review, Vol. 52, 1962, pp. 216-234. Arrow, K. Jリ Chenery,
H. Bリ Minhas,B. and Solow, R. M., "Capital-Labor Substitution and Economic 
Efficiency”， Revie叩 ofEconomics and Statistics, Vol. 43, 1961, pp. 225-250. こ
の他にも多くの論者を挙げている。
(2）独占理論（MonopolyTheory) 
Kalecki, M., op. cit. Mitra, A., op. cit. カレッキィとミトラの理論はデグィド
ソンも比較している。 Davidson,P., Theories of Aggregate Income Distribution, 
1960, pp. 79-84. 
(3）勘定恒等式（AccountingIdentities) 
Boulding, K. E., op. cit., 1950. 
(4）貯蓄・投資理論（Saving-InvestmentTheories) 
Kaldor, N., op. cit., 1955-56. Cartter, A. M., op. cit., pp. 155-161. Pasinetti, 
L. Lリ op.cit. Reder, M., op. cit. Gallaway, L. E，‘＇The Theory of Relative 
Shares’＇， Quarterly Journal of Economics, Vol. 78, 1964, pp. 585-589. Rothschild, 
K. w.，“Theme and Variations-Remarks on the Kaldorian Distribution Formula’v 
Kyklos, Vol. 18, 1965, pp. 652ー『667. Samuelson, P. A. and Modigliani, Fリ＂ The
Pasinetti Paradox in Neoclassical and More General Models”， Review of Economic 
Studies, Vol. 33, 1966, pp. 269-301. 
(5）魔法の不変性の理論（MagicConstancy Theories) 
Krelle, W., a. a. 0リ 1962,SS. 262ー 267. Bronfenbrenner, M., op. cit., pp. 498 
-499. Weintraub, S., A General Theory of the Price Level, Out戸t,Income 
Distribution, and Economic Growth, 1959; Idem, Some Aspects of Wage Theory 
and Policy, 1963, pp. 48-49, p. 87, p. 243. Samuelson, P. A.，“A Brief Post-
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Keynesian Survey’； in Lekachman, R. (edふKeynes,General Theory: Reports of 
Three Decades, 1964, p. 336. 
(6）社会学的・制度的理論（sociological-InstitutionalTheories) 
Mill, J. S., Princiρles of Political Economy, 1908, p. 21, p. 200. Sraffa, P., 
Production of Commodities by Means of Commodities, 1960；菱山泉，山下博
共訳，『商品による商品の生産Jl.1962年。 Brahmananda,P. R., The New-Classical 
versus the Neo-classical Economics, 1967. 
(7) 折衷理論（EclecticTheories) 
Robinson, J.，“The Theory of Distribution”， in Robinson, ]., Collected Economic 
Papers, Vol. I, 1960, pp. 145-158. Krelle, W., "The Law of Income Distribution 
in the Short Run and in the Long Run: An Aggregative Model", in Marchal, J. 
and Ducros, B. (edsふ op.cit., pp. 413-438. Dodo, K., "A Study in Macro-
Economic Theories of Income Distribution”， Kobe University Economic Review, 
1965, pp. 77-100. Solow, R. M. and Stiglitz, J.，ドOutput,Employment, and Wages 
in the Short Run'', Quarterly Journal of Economics, Vol. 82, 1968, pp. 537ー 560.
Weintraub, An Approach to the Theory of Income Distribution, 1958; Idem，“A 
Macro Theory of Pricing, Income Distribution and Employment”， Welt叩irtschaf-
tliches Archiv, Bd. 102, 1966, SS. 11ー 26. Sen, A. K., “Neo-Classical and Neo-
Keynesian Theories of Distribution”p Economic Record, Vol. 12, 1963, pp. 53-64. 
ロスチャイノレドのサーヴェイも 1つの類型を示している。 Rothschild,K. W., op. 
cit., 1961. 
(16) Pasinetti, L. Lリ op.cit., 1962. この論文は， Pasinetti,L. L., Growth and Income 
Distribution. Essay in Economic Theory, 1974, pp. 103-120，に再録されている。
Kregel, J. A., Rate of Profit, Distribution and Growth: Two Views, 1971, pp. 
141-150. 
（目） Bronfenbrenner, M., op. cit., 1971, pp. 25-119. Kromphardt, J., a. a. 0., 1967. 
大野吉輝，『巨視的分配理論J], 1965年， 1-12頁。 種岡輝雄，『所得と分配』， 1976
年， 76-90頁。 Pen,]., Income Distribution, 1971, pp. 158-233. Werner, ］.， 円Ve-
rteilungspolitik, in Diirr, Eサ Jるhr,W. A., Rothschild, K. W. (hrsgふBeitragezur 
Wirtschafts-unh Gesellschaftspolitik, 1976, SS. 209-225, insbesondere SS. 210-
214. Ranadive, K. Rリ IncomeDistribution. The Unsolved Pazzle, 1978, pp. 132-
172. 
これらの文献と註（勾～（4), (1), (14j～（18）の文献は，所得の機能的分配（functional
income distribution, funktionelle Einkommensverteilung）と所得の人的（あるし、は
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階級的）分配（personalincome distribution, personelle Einkommensverteilung oder 
Gruppenverteilung des Einkommens）に大別した分配概念を示している。これに対
して， シュトーベ（Stobbe,A.）は，次の 7つの分配概念を区別する（Stobbe,A., 
Untersuchungen zur makrookonomischen Theorie der Einkommensverteiung, 1962, 
SS. 3-16.）。すなわち，（1）構造的実質分配（StrukturelleRealverteilung), (2）構
造的名目分配（StrukturelleNominalverteilung), (3）人的名目分配（Personelle
Nominal verteilung），① 所得水準による階級的（グループの〉分配（Gruppenvert-
eilung nach der Einkommenshるhe），② 経済的機能による階級的〈グノレープの〉分
配（GruppenverteilungnachるkonomischenFunktionen），③ 経済部門による階級
的（グループの〉分配（Gruppenverteilungnach Wirtschaftszweigen), (4）人的実
質分配（PersonelleRealverteilung), (5）機能的実質分配（FunktionelleRealverte・
ilung), (6）機能的名目分配（FunktionelleNominalverteilung), ①本源的分配
(Primarverteilung），② 個別的副次的分配（PrivateSekundarverteilung), (7）政
府（国家〉の副次的分配（StaatlicheSekundarverteilung），が区別されている。コノミ
ルスキー（L.Kowalski）は，国民所得の分配過程の様式にもとづいて分配概念を（1)
人的分配（PersonelleVerteilung), (2）部門的分配（SektoraleVerteilung), （司機
能的分配（FunktionelleVerteilung), （叫 シュトーベが「機能的実質分配と名づけ
ている財の種類あるいは投資の種類による社会的生産物（国民所得〉の構造に関す
る説明（DieAussagen iiber die struktur des Sozialproduktes nach Giiter-oder 
Verwendungsarten, die STOBBE als funktionelle Realverteilung bezeichnet hatよ
の4つに区別する（Kowalski,L., a. a. 0., S. 48.）。なお拙稿では Stobbeの概念と
コパノレスキーの部門的分配の概念，統計上の分配の概念を示した（Ohara,H., ,,Ein 
Uberblick iiber die VerteilungstheorieぺJahrbuchf必fSozial wissenschaftsf orschung, 
Bd. IL 1976, Institut fi.ir Nihonkaie Wirtschaft, Universitat Toyama, SS. 29ー 71,
insbesondere SS. 29ー 31.）。
同所得分配論の各類型に属する所得分配理論はそれぞれ決定要因を明らかにしてい
る。各類型のところで、挙げた文献の他に，次の重要な文献がある。
「独占度」に関連した理論とマクロ分配理論には，さらに次の文献がある。後者の
マクロ分配理論には2つの大きな類別がある。この一方における代表的論者の文献は
利潤極大化原理を採用したものである。 Mitra,A, op. citリ 1954.Niehans, J., ,,Die 
Wirkung von Lohnerhるhungen,technischen Fortschritt, Steuern und Spargewoh-
nheiten auf Preise, Produktion und Einkommensverteilung“， in Schneider, E. 
(hrsgふEinkommensverteilungund technischer Fortschritt, 1959, SS. 9-94. Hilhorst, 
J. G. M., Monoρ＇Olistic Competition, Technical Progress and Income Distribution, 
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1965. Gruber, U., ,,Einkommensverteilung und Monopolgrad", Jahrbucher fur 
NationalOkonomie und Statistik, Bd. 176, 1974, SS. 492-522. 
その他方における代表的論者の文献はマーク・アップ的な価格設定方式いわゆるフ
ノレ・コスト原理を採用したものである。 Kalecki,M., op. cit., 1938; Idem, Theory 
of Economic Dynamics, 1954; Idem, Selected Essays on the Dynamics of the Cap-
italist Economy 1933-1970, 1971. Preiser, E., W achstum und Einkommensverteilung, 
1961. Sylos-Labini, P., Oligopoly and Technical Progress, 1962; 安部一成訳，
『寡占と技術進歩j, 1964年。 Stobbe, A., a. a. 0., 1962. Weintraub, Sリ op.cit., 
1958, Idem, op. cit., 1959. Miinnich, F., Die langfシistigeEntwicklung der funkti-
onalen Einkommensz例 eilung,1970.拙稿，「独占理論的分配論の展開一一F.Miinnich 
分配モデ、ルの 1つの拡充ー 一一」，『富大経済論集』，第20巻，第3号， 1975年3月， 84
-109頁，特に371ー 373頁では所得分配の決定要因である「独占度」の概念を説明し
ている。 Rothschild,K. W., ,,Der Lohnanteil am Gesamteinkommen", Weltwirtsc-
haftliches Archiv, Bd. 78, 1957 I, SS. 157ー 202. 新庄浩二教授，「市場構造と価格一
費用マージン」，『国民経済雑誌』，第132巻，第3号， 1975年， 84-106頁。 Sraffa,
R，“The Laws of Returns under Competitive Conditions”，Economic Journal, Vol. 
36, 1926, pp. 535ー 550.Nell, E. J.，“Theories of Growth and Theories of Value”， 
Economic Development and Cultural Change, Vol. 16, pp. 15-26. Riach, P. A., 
“Kalecki’s 'Degree of Monopoly' Reconsidered”， Australian Economic Papers, Vol. 
10, pp. 50一喝O. Eichner, A. S., "A Theory of the Determination of the Mark-up 
under Oligopoly’： Economic Journal, Vol. 83, 1973, pp. 1184-1200. Asimakopulos, 
A., "A Kaleckian Theory of Income Distribution”， Canadian Journal of Economics, 
Vol. 8, 1975, pp. 313-333. 足立英之教授，「マクロ経済学のミクロ的基礎一一ポス
ト・ケインジアンのアプローチ一一一J，『国民経済雑誌』，第138巻，第6号， 1978年，
96-105頁。 Wood,A., A Theory of Profits, 1975；瀬地山敏，野田隆夫，山下
清共訳，『利潤の理論』， 1979年。 Harcourt, G. C. and Kenyon, P.，“Pricing and the 
Investment Decision”p Kyklos, Vol. 29, pp. 449-477. Mainwaring, L.，“Monopoly 
Power, Income Distribution and Price Determination”， Kyklos, Vol. 30, 1977, pp. 
674-690. 
ケインズ派分配理論では，前掲文献の他には，次の文献がある。 Kaldor,N. and 
Mirrlees, J. A勺“ANew Model of Economic Growth”， Review of Economic Studes, 
Vol. 29, 1962, pp. 174-192. 置塩信雄先生，「N.Kaldorの均衡成長について」，
『国民経済学雑誌J，第110巻， 1964年11月， 37ー 55頁；同，「N.Kaldorの均衡成長
Model」，『理論経済学』， 1965年， 1-8頁くこの論文は，置塩信雄教授，『現代経済
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学』， 1977年， 253--268頁，に再録されている。〉。 McCallum,B. T., “The Instability 
of Kaldorian Models”， Oxford Economic Papers, Vol. 21, 1969, pp. 56-65. Cha-
mpernowne, D. Gリ“TheStability of Kaldor’S 1957 Model”， Review of Economic 
Studies, Vol. 38, 1971, pp. 47-62. Chiang, A. C.，“A Simple Generalization of the 
Kaldor-Pasinetti Theory of Profit Rate and Income Distribution”， Economica, Vol. 
40, 1973, pp. 311-313. Kromphardt, J., ,,Kapitalbildung in Arbeitnehmerhand und 
Einkommensverteilung im Gleichgewicht", Zeitschrift fur die gesamte Staatswiss-
enschaft, Bd. 122, 1966, SS. 247-257. Neumann, M.’”Sparquote der Arbeiter und 
funktionale Einkommensverteilung“， Zeitschrift fur die gesamte Staatswissenschaft, 
Bd. 127, 1971, SS. 744~747. Schneider, E.’”Einkommen und Einkommensverte・
ilung in de makrookonomischen Theorie“， L’lndustria, 1957, No. 2, pp. 3-15. こ
のシュナイダーの論文は1975年夏学期（SommerSemester）に西ドイツのフライブ、ル
ク大学国民経済学ゼミナールとし、う名称の経済学部図書室の蔵書から複写したもの
である。 L’lndustriaはイタリアの学術誌である。 Ara, K.，“Capital Theory and 
Economic Growth”， Economic Journal, Vol. 68, 1958, pp. 511-527. Phelps, E., 
"Substitution, Fixed Proportions, Growth and Distribution”， International Economic 
Review, Vol. 4, 1963, pp. 265ー 288. Krelle, W., ,,Bestimmungsgriinde der Einko・
mmensverteilung in der modernen Wirtschaft“， in Hoffmann, W. G. (hrsg.) 
Einko明mensbildungund Einkommensverteilung, 1957, SS. 55-109. 
総供給・総需要理論では，次の文献がある。置塩信雄教授，「総供給画数について」，
『神大経済学研究年報4J], 1957年， 211ー 262頁。 Atsumi,H.，“Mr. Kaldors Theory 
of Income Distribution”， Review of Economic Studies, Vol. 27, 1959-60, pp. 109 
-118. Weintraub, S., op. cit., 1958. Moore, A. Mリ＂ TheReformulation of the 
Kaldor Effect”， Economic Journal, Vol. 77, 1967, pp. 84-99. Scheele, E.ハ，Ang同
ebots-und Nachfragepreisniveau in makroるkonomischenModellenぺinHenn, R. 
(hrsgふ OperationsResearch Verfahren, Bd. ][, 1967, SS. 321-335. このシェー
レの論文はフライブ、ルク大学国民経済学ゼミナールの蔵書（蔵書番号 s1015）から複
写したものである。
側生産理論には，生産過程を linearprogrammingとし、う分析方法で把握する考え方
が多くの文献で示されている。資本理論や経済成長理論にも，当然理論的発展の系譜
が存在するが，この中でもハロッドやドーマーの分析方法にもとづく新しい分析方法
を所得分配理論に導入する考え方が多くの文献で示されている。 Phelps,E. S.，“The 
Golden Rule of Accumulation : A Fable for Growth’： American Economic Review, 
Vol. 51, 1961, pp. 639-643. 羽Teizs益cker,C. C. von, W achstum, Zins und optimale 
--36 -
-305-
Investitionsquote, 1963, SS. 32-81. Harcourt, G. C., Some Cambridge Controversies 
in the Theory of Capital, 1972. Zerwas, H., Simulationsexperimente zur Einkom-
mens-und Vermiigensverteilung, 1974. Schlotter, H. -G吋 Systemstabilisationdurch 
Vermiigenspolitik, 1974. Brinkmann, T., Die Determinanten der kurzfristigen Ve-
randerung der funktionellen Einkommensverteilung in der Bundesrepublik Deutsc同
hland 1950-1975, 1978. Craven, J., The Distribution of the Product, 1979. Howard, 
M. C., Modern Theories of Income Distribution, 1979. Lydall, H., A Theory of 
Income Distribution, 1979；足立英之教授（書評〉，『国民経済雑誌J，第143巻，第4
号， 1981年4月， 114-117頁。
所得分配理論の総合化，あるいはブロンフェンブレンナーの用語を借りれば， 「折
衷理論」形成の試みは，次の文献にみられる。 Weintraub,S., op. cit., 1958. Scheele, 
E., ,,Theorie der Einkommensverteilung und generelle Gleichgewichtsanalyse“， 
Jahrbuch fur Sozialwissenschaft, Bd. 4, 1959, SS. 141-167. Niehans, J., a. a. 0., 
1959. Rothschild, K. Wリ“DifferentApproaches in Distribution TheoryヘKyklos,
Vol. 24, 1971, pp. 10-29. Riach, P. A., "A Framework for Macro-Distribution 
Analysis”， Kyklos, Vol. 22, 1969, pp. 542ー 564. Spaventa, L.，“Rate of Profit, Rate 
of Growth, and Capital Intensity in a Simple production Model”， Oxford Economic 
Papers, Vol. 22, 1970, pp. 129-147. Akyiiz, Y.，“Income Distribution, Value of 
Capital, and Two Notions of the Wage-Profit Trade Off'', Oxford Economic Papers, 
Vol. 24, 1972, pp. 156-165. Yew-I王wangNG, 
Marxist-Keynesian Theories of Income Distribution: A Non:--Cambridge Contrib-
ution to the Cambridge Controversy in Capital Theory’： Australian Economic 
Papers, Vol. 13, 1974, pp. 124-132. Harris, D. J., "The Price Policy of Firms, 
the Level of Employment and Distribution of Income in the Short Run”P Austr-
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